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第1回総括と今後の方向性
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前回提示した問題・課題と仮説、および委員の意見より、今後明らかにすべき事項は以下の2つ

①ユーザー企業とベンダー企業との間の人材需給のギャップ

◦ どこに、どういった人材が、どの程度余裕があるのか/不足しているのか、それを是正する方策は何か

②レガシーシステムに対する経営層の理解度、経営部門・情報システム部門・業務部門の連動度

→理解度が高まらない真因、システムへの投資を継続する意思決定上の障壁は何か、それを解消する方策は何か

総括
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第1回総括

• ①②の確度を高めるための動向調査の具体化（調査項目、分類軸、分析観点）

• ①②の方策に関する仮説の詳細化

• 人材に関しては、育成強化（=供給増）に加え、ロードマップの適正化や技術開発（＝需要分散、需要減）など

• 理解度に関しては、モダン化のユースケース・事例分類、グランドデザインの処方箋（アンチパターン, 1st Step）、
標準化・Fit to Standardの推進強化など

• 民間主導か、国/業界主導か

今後の議論の方向性 大枠の方向性 （再掲）
• 現状の可視化
• 共通領域の標準化、業務のFit to Standard
• システム刷新・移行、データ活用の技術開発



事例紹介
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事例紹介（中堅・中小企業）- ベンダー企業
A社 B社 C社 D社

ヒアリン
グ先

会社概要 地方・中堅SIer 都市部・中堅SIer 地方・中堅SIer 都市部・中堅SIer

・法人事業部が主力
・自治体と一般企業が顧客
・受託開発が中心

・大手SIerとの取引あり
・エンドユーザも多数
・ローコードやRPA導入

・自治体や公共セクターが顧客
・中小製造業向けシステム開発
・県内のDX推進企業

・大都市に拠点展開
・コンサルティング業務も実施
・クラウドとRPAに特化

業種と
システム
の現状

業種 自治体と一般法人向け
受託開発中心

大手SIerとの取引が多い
RPAなど新技術導入

公共セクターと中小製造業
向け

コンサルティングとSIの
二本柱

・ホストシステムが中心
・クラウド導入は少ない
・オンプレ主体

・オーダーメイドシステム多い
・ローコード開発強化
・複雑化したシステム多し

・自治体の公共系事業が主力
・製造業向けシステム開発も少数
・DX支援ビジネスを展開中

・クラウドやRPA導入に強み
・業務部門と連携したシステム構築
・上流工程からのコンサル増加中

システム
の
現状

ホストシステムが中心
ブラックボックス化

レガシーシステムの
ブラックボックス化が課題

多くがレガシーシステムを
使用

クラウドとRPAがメインの
システム

・システムの運用に問題はない
・ユーザにDXの意識がない
・老朽化システムが多数

・大手SIerのレガシーシステム運用
・業務知識を持つ人材不足
・移行に困難が伴う

・公共系システムが多い
・企業のDXへの関心は薄い
・システムの更新が遅れている

・レガシーから新システム移行を支援
・業務部門の可視化に強み
・パッケージとカスタムシステムを
組み合わせ

DXと
人材状況

DXの
意識

DX意識が経営層にも希薄 一部顧客はDXに危機感を持つが現
場とのギャップ大

DX意識が低く、
進展していない

DX推進に強い意欲を持つ

・DXを推進する動きが乏しい ・トップダウンでDX推進が難しい ・経営層がDXを理解していない ・業務部門とIT部門の連携を重視

・経営層もDXに積極的でない ・経営層がITに疎い ・現場にDXが丸投げされている ・DX推進の成功事例が多数

・ユーザも変化に抵抗 ・DX移行に失敗する企業も多い ・県内のDX推進が遅れている ・レガシーからの移行支援が中心

人材不足 高齢化が進み、
技術者不足が深刻

新卒採用強化するも、
育成が追い付かず

エンジニア不足で、
システム運用が困難

プログラマからコンサル育成を強化

・60代の技術者が退職予定
・若手への技術継承が課題
・オープン技術を学ばせている

・ローコード導入で効率化
・中堅技術者の不足が深刻
・保守体制の維持が課題

・システム知識を持つ技術者の減少
・採用が進まず、負担が増加
・DX推進にリソースが不足

・若手技術者の育成に注力
・クラウド技術者の不足が深刻
・パートナー企業と共同育成

地方

都市部
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事例紹介（中堅・中小企業）- ベンダー企業
A社 B社 C社 D社

システム
更新と
クラウド
移行

システム
更新の課
題

脱ホストが進まない、
予算不足

ビッグバン移行で失敗する
企業が多い

PKG導入に顧客が抵抗 業務システムの上流工程から参画

・更新費用をユーザが負担していない
・ホストの2030年問題が迫る
・システムの老朽化が進行

・ブラックボックス化が進行
・業務知識がない技術者の増加
・周辺システムの更新も必要

・現行システムの維持を希望
・PKG導入への不安が強い
・システム更新の費用も課題

・レガシーシステムの可視化支援
・業務プロセスの整理を重視
・ユーザとの継続的な連携が必要

クラウド
移行

クラウド導入は少なく、
オンプレ中心

クラウド移行が進行中、
保守負担軽減が目的

クラウド移行に関心が低い クラウド導入に積極的

・費用がネックで進まない
・オンプレハードの維持が難しい
・一部プロジェクトでクラウド導入

・オープンシステムからクラウドへ移行
・周辺システムのクラウド化も進行
・保守コスト削減を重視

・オンプレミスシステムを維持
・クラウドの利便性が理解されていない
・DX推進の障害にもなっている

・クラウド環境構築を強化
・パブリッククラウドの利用拡大
・顧客のクラウド化を支援

予算と
技術導入

IT予算と
コスト

月額契約で運用、更新費用を顧客が
負担していない

新システム導入はコスト増、ロー
コードで効率化

IT投資より設備投資が優先 ITコストの可視化を重視

・費用面で更新が進まない
・契約形態が更新の障害
・システム運用コストが低い

・新技術導入で費用削減を模索
・保守費用の削減が重要
・ローコード導入で効果を期待

・ITシステムの更新が後回し
・設備投資を優先する企業が多い
・予算配分が不十分

・システム更改に伴うコスト最適化
・月額利用料を重視する提案
・プロジェクト完了後も継続支援

新技術の
取り組み

オープン技術を若手に
学ばせる

ローコードツール導入 生成AIの導入を模索中 生成AIとDXに注力

・COBOLからJavaへの移行進行
・クラウド技術への対応強化
・採用技術の多様化が進む

・開発初期コストは高い
・設計やテストでコスト削減
・保守体制の効率化に期待

・新技術適用の余裕がない
・生成AIでの効率化を研究中
・人材育成が進んでいない

・AIでの効率化を推進
・業務プロセスの最適化に活用
・DX成功事例を多数保有

地方

都市部



海外との比較
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海外CEOの経営者意識

出典）AND Digital The CEO digital Divide / 英・米・蘭のCEO数百名を調査

• 64%のCEOは自身のIT・デジタルのケイパビリティ不足を認識

• 78%のCEOはIT・デジタルに関するトレーニングを受講
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海外CEOがレガシーシステムのモダン化に踏み切った理由

出典）BCG調査をもとに作成

競争力の
維持

運用コストの
削減

データセキュリティ
の強化

規制対応と
法的リスク

レガシーシステムは市
場変化に対応できず、
CEOたちは競争力維持
のためシステム刷新を
求めている。
クラウドやAI技術の活
用が必要だが、レガシ
ーシステムでは困難で
ある

レガシーシステムは運
用保守に高コストがか
かり、特に古い技術は
修理や更新が難しく、
コスト増加を招く。
CEOは効率的なシステ
ムへの移行を求めてい
る

レガシーシステムはセ
キュリティ要件に対応
できずCEOたちはデー
タ漏洩防止と顧客信頼
維持のため、セキュア
なシステムへの移行を
急務と考えている

レガシーシステムは法
的リスクや罰金の原因
となるため、CEOはコ
ンプライアンス対応の
ためシステム刷新の必
要性を強く感じている

企業の成長により、レ
ガシーシステムは需要
に対応できず、成長を
妨げる。CEOは、スケ
ーラブルで適応力のあ
るシステムへの移行を
進めている

スケーラビリティと
ビジネスの成長対応

日本の多くのユーザー企業の経営層意識



業界動向調査の骨格(素案)
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動向調査のスケジュール

方針議論 調査実施(母数確保) 集計・分析

10/17

経営者意識

人材需給
ギャップ

事前ヒア 調査
実施

調査事項
設計

調査先
選定

事前ヒア 調査
実施

調査事項
設計

調査先
選定

調査集計

第2回委員会

•調査方針
確認・調整

•検討方向性議
論

第3回委員会

•検討方向性
深堀り議論

11中~後半 2025/1Q

第4回委員会

•集計結果を
もとに仮説
検証

分析・仮説検証
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今後の検討進め方イメージ

問題
認識

課題
仮説

調査
実施

課題
特定

方策
策定

第1回委員会で
問題意識を
確認

問題の背景に
ある真因課題
仮説を構築

事前ヒアにより
課題仮説の
方向性を検証

粗い粒度での
課題の全体感
を把握・整理

方策の大きな
方向性・
パターン整理

解像度と幅
(ロングテール)
を確保した調査
を実施

業界・ビジネスモデル・
バリューチェーン、
内製度、規模の粒度で
課題とインパクトを特定

方策の解像度
を上げて
具体化

仮説と事前調査による課題全体感整理と方策の方向性検討 母数を確保した詳細調査による精緻化

•業界・ビジネスモデル・VC・
企業規模×インパクト別

•国・業界による対応、
個社対応

•ユーザー企業での脱レガシーの
取組み機会と経営の意識を確認

•大手ベンダーの人的リソース分布
の現状と想定を確認

•育成やリスキル等の需給調整に
加え、大胆な発想での抜本的な
方策も含めて幅出し

• サンプリングによる事前ヒアをもとに大まかに課題の全体像を掴み、方策の方向性を確認

• 解像度と幅を確保し、インパクト分析を織り込んだ本調査により、方策の解像度を高める
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検討・調査の構造（素案）
• 業界・ビジネスモデル・バリューチェーン・企業規模/内製度と、レガシーシステム起因の
インパクトの視点から検討・調査を実施

製造
物流
食品
…

消費者影響
ユーザー企業工数
ITベンダー工数
…

大企業
中堅企業
中小企業
零細企業

スーパー等の
中小企業
小売業者にて…

購買
製造
出荷物流
…

受発注、出荷物流
業務における
システム機能障害
により…

B to B
B to B to C
B to C

業界 インパクト企業規模/内製度バリューチェーンビジネスモデル

B to B to Cビジネ
スにおける…

食品業界での… 特定商品が欠品例
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方策の整理のイメージ
• ビジネス内容の分類とインパクト内容に合わせて方策をパターン化

業界
インパクト

企業規模/内製度

バリューチェーン

ビジネスモデル

対応主体

国・業界 民間

ユーザー ベンダー

ユーザー企業投資

ユーザー企業リソース
不足

ベンダーリソース不足

︙

方策
規制・補助金等

方策
xx

方策
xx

︙ ⋮ ⋮

方策
標準システム

方策
xx

方策
xx

方策
xx

方策
xx

方策
xx
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人材需給ギャップ調査のイメージ
• システムモダン化とビジネス視点で人的リソース(量)とケイパビリティ(質)のギャップを整理

人材需給ギャップ

大項目

必要な人材の種類は？

供給見込みは？

必要なケイパビリティ
は？

供給見通しは？

需給ギャップは？

需要見込みは？

需給ギャップは？

需要見込みは？

リソース：
必要な人材は
何人足りないか？

ケイパビリティ：
必要な人材において、
どんな能力が足りない
か？

小項目

分類軸

人材
種別

ケイパ
ビリティ

ユーザー
/
ベンダー

業界 ビジネス
モデル

バリュー
チェーン

企業規模/
内製度

ビジネスの視点システムモダン化の視点
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（参考）人材種別とケイパビリティ

ITスキル標準（ITSS） デジタルスキル標準（DSS）

出典）IPA ITスキル標準 出典）IPA デジタルスキル標準

• 必要な人材は、ユーザーとベンダーで齟齬が発生しないよう、標準の定義に基づいて選定する
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経営者意識調査のイメージ
• IT・デジタルに対する意識の変化について、その契機や取り巻く状況をヒアリングで事前確認

• 確認結果を分類・汎化し、動向調査の設問（ユースケースを選択させるイメージ）に取り込む

意識の変化・投資意思決定

IT・デジタルに興味なし IT・デジタルに興味あり

従来の意識
• レガシーシステムをどう捉えていたか？

• コストがかかる
• 工数がかかる
• 時間がかかる

・・・

意識変革の経緯・理由
• 認識・考えを変えるきっかけ

• 経営者が変わった
• 大規模システム障害
• ビジネス方針の転換

・・・

• IT・デジタルに対して、以前からどのような認識に変わったか？
• 意思決定の理由は？きっかけは？

抽出したい示唆/

アウトプット

確認事項

汎化して調査項目へ落とし込む



19

経営者意識調査 / 事前ヒアリング先ユーザー企業
• 意思決定経緯と導入状況を踏まえ事前確認先ユーザー企業を選定

決まって
いた

決めた

止めた

企画・構想 導入 導入完了/中止

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

H社

I社

J社

K社

L社
※企業選定イメージ



ディスカッションポイント
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第2回のディスカッションポイント

①動向調査についてのご意見

• 人材の需給ギャップを解消するためにどういう方策が
考えられるか？

• 経営者意識を変えるためにどういう方策が考えられるか？

②方策の仮説についてのご意見（大胆な発想）

大枠の方向性 （再掲）
• 現状の可視化
• 共通領域の標準化、業務のFit to Standard
• システム刷新・移行、データ活用の技術開発

• 人材の需給ギャップの可視化

• 経営者意識の可視化
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